
磐田市工事請負契約等に係る入札参加停止等措置要綱の取り扱いについて

　平成３年５月18日付け建設省厚発第172号で通達された「工事請負契約に係る指名停止等の
措置要領の運用基準について」に基づき、要綱の取扱いを次のとおり定める。

１　入札参加停止期間の始期（第２条関係）
　入札参加停止期間中の有資格業者が、別表各号の措置要件に該当することとなった場合にお
ける当該入札参加停止期間の始期は、その措置を決定したときとする。この措置決定をした場合、
第９条第１項の規定に基づき、入札参加停止等の通知を行うものとする。
【１の参考事例】

※措置決定とは、審査委員会で認定したことを

もって決定とする。

遅滞なく行う。※同日で処理する。

２　入札参加停止の取り消し措置（第２条及び第３条関係）
　現に入札参加停止している有資格業者が、入札参加停止の措置を受けることにより当該入札
参加を取り消されることとなる場合において、当該入札参加停止に係る事由が入札執行の直前
に判明したときは、その入札は次の各号の処分とする。
　(1)　入札書による入札（以下「紙入札」という。）の場合
　　(ｱ)　指名競争入札において、指名通知発行から入札直前までに判明したときは、失格処分とす
　　　　る。
　　(ｲ)　一般競争入札において、入札参加資格確認申請受理から入札直前までに判明したときは、
　　　　失格処分とする。
　(2)　電子入札による入札の場合
　　(ｱ)　指名競争入札において、指名通知発行から入札書提出までに判明したときは、失格処分と
　　　　する。
　　(ｲ)　指名競争入札において、入札書提出後から開札前までに判明したときは、無効処分とする。
　　(ｳ)　一般競争入札において、入札参加資格確認申請受理から入札書提出までに判明したときは、
　　　　失格処分とする。
　　(ｴ)　一般競争入札において、入札書提出後から開札前までに判明したときは、無効処分とする。
【２の参考事例】

(1)(ｱ) 指名競争入札 【失格】

(1)(ｲ) 一般競争入札 【失格】

(2)(ｱ) 指名競争入札 【失格】

(2）(ｲ) 指名競争入札 【無効】

(2)(ｳ) 一般競争入札 【失格】

(2)(ｴ) 一般競争入札 【無効】

入札参加停止 措置決定 通知

入札参加が失格・無効となる事例

入札参加申請受理 入札参加停止措置 入札書の提出 開札

指名通知 入札参加停止措置 入札

入札参加申請受理 入札参加停止措置 入札

指名通知 入札参加停止措置 入札入札書の提出

指名通知 入札参加停止措置入札書の提出 開札

入札参加申請受理 入札参加停止措置入札書の提出 開札
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３　共同企業体に関する入札参加停止の運用（第４条）
　(1)　第３項の規定に基づく共同企業体の入札参加停止は、既に対象である建設工事について開札
　　済みであって、新たな入札参加が想定されない特定建設工事共同企業体については、対象とし
　　ない。

※特定建設工事共同企業体は、特定建設工事の建設を目的に結成されるものであるから、開札済みとなった以上、

その後の同一組織での参加はないものと解釈する。

　(2)　第３項の規定に基づく共同企業体の入札参加停止は、当該共同企業体自らが別表各号の措置
　　　要件に該当したために行うものではないので、同項の規定に基づく入札参加停止については、第
　　　５条第２項に基づく措置（以下「短期加重措置」という。）の対象としないものとする。

※経常建設共同企業体、特定建設共同企業体を問わず、対象とする。

【第４条の参考事例】
第１項

　　　　　入札参加停止　1か月

　　　　　入札参加停止期間は　1か月以内で設定
（元請人の停止期間の範囲内であること）

第２項
　　　　　入札参加停止　1か月

※経常JV、特定JVいずれも

　　　　　入札参加停止期間は　1か月以内で設定
（共同企業体の停止期間の範囲内であること）

※代表構成員、その他構成員を問わず

第３項 　　　　　B構成員のみが入札参加停止　1か月

　　　　　入札参加停止期間は　1か月以内で設定
（B構成員の停止期間の範囲内であること）

※代表構成員、その他構成員を問わず

※特定JVは除く。

４　短期加重措置の運用（第５条第２項）
　(1)　有資格業者が別表各号の措置要件に該当することとなった基となる事実又は行為が、当初の
　　　入札参加停止を行う前のものである場合には、短期加重措置の対象としないものとする。

【事例案】
入札参加停止期間    

入札参加停止期間    

根拠となる事実又は行為

※短期加重措置なし。

元請負人

下請負人

○○共同企業体

構成員 構成員

A構成員 B構成員

○○共同企業体

一定の期間内
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　(2)　下請負人又は企業体の構成員について短期加重措置を講じるときは、元請負人又は共同企業
　　　体の入札参加停止の期間を超えてその入札参加停止の期間を定めることができるものとする。
【事例案】

　　　　　入札参加停止　1か月

　　　　　短期加重措置の適用をした場合
第４条第１項の適用をせず、元請人の停止期間

1か月を超えて入札参加停止は可能。

　(3)　短期加重の対象となり、かつ、第６条各項の一に該当することとなった場合には、判断により
　　　短期加重措置を受けた後の短期にさらに加重するものとする。
【事例案】

当初　　

短期加重対象となる（第６条以外）　　

【第５条の参考事例】
第１項

別表第１第５号
（公衆損害事故）

　　重復

別表第１第７号
（工事等の関係者）

一の事案により

別表各号の措置

要件が2以上該当した場合

第２項第１号
別表第１第４号
（契約違反）

（再度違反の場合）

第２項第２号
別表第２第１号
（贈賄）

（再度違反の場合）

1か月 6か月

2週間 4か月

1か月 6か月6か月6か月

2週間 4か月

3週間 4か月

平成20年1月

平成21年12月

1年間のうちで

4か月 12か月

8か月 12か月
3年間のうちで

平成20年1月

平成23年12月

元請負人

下請負人

2か月

かつ

第６条各項の一（独占禁
止法違反等の不正行為）

4か月

1か月
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第３項

別表第１第１号
（虚偽記載）

情状酌量すべき

特別の事由がある場合

第４項

別表第１第１号
（虚偽記載）

極めて悪質な事由

極めて重大な結果を生じさせた　

※最大24か月まで可能

第５項但し書き

※独占禁止法違反、競争入札妨害、談合

（例）
別表第１第１号

当初 　入札参加停止期間　4か月

当初の入札参加停止期間を変更したと想定した場合の期間　　8か月

当初の入札参加停止期間を控除した期間　 　新たな入札参加停止期間4か月

第６項
入札参加停止期間　

その日付で入札参加停止を解除する。
※入札参加者審査委員会で決定する。

1か月 6か月

6か月2週間

6か月1か月

1か月 12か月

極めて悪質な事由が明らかになり

別表第２第５号及び第７号

かつ

当初の入札参加停止期間が満了

この条件となった場合

当初の入札参加停止期間が満了

極めて悪質な事由が明らかになった時点 別表第２第５号及び第７号に該当

当該事案について責めを負わない
こと
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５　独占禁止法違反等の不正行為に対する入札参加停止の期間の特例の運用（第６条）
　(1)　第５条第１項各号に掲げる事由の二以上に該当することとなった場合には、期間の加重を行う
　　　ものとする。
　(2)　第４号及び第５号の「悪質な事由があるとき」とは、磐田市に対して有資格業者が不正行為の
　　　働きかけを行った場合等をいうものとする。
　(3)　「他の公共機関の職員」（第６条第５号並びに別表第２第３号、第４号、第７号、第８号及び第
　　　10号関係）とは、刑法（明治40年法律第45号）第７条第１項に定める国又は地方公共団体の
　　　職員その他法令により公務に従事する議員、委員その他の職員をいうものであり、特別法上
　　　公務員とみなされる場合を含むものとする。さらに私人ではあっても、その職務が公共性を持つ
　　　ため、特別法でその収賄罪の処罰を規定している場合の当該私人を含むものとする。

【第６条第１項の参考事例】
第１号

談合情報を得た
市職員が談合であると疑うに足りる事実を得た

　　　　　　　　別表第２第５号、第７号のいずれかに該当

第２号
　　　　　　　　　　　別表第２第４号～７号に該当する有資格業者

・独占禁止法に係る確定判決
・独占禁止法違反に係る確定した排除措置命令
・独占禁止法違反に係る確定した課徴金納付命令
・独占禁止法違反に係る審決
・競争入札妨害に係る確定判決
・談合に係る確定判決

第３号
別表第２第４号～第５号に該当する有資格業者

独占禁止法第７条の２第６項※　の規定の適用があった場合

※第一項の規定により課徴金の納付を命ずる場合において、当該事業者が次の各号のいずれかに

該当する者であるときは、第一項中「百分の十」とあるのは「百分の十五」と、「百分の三」とあるのは

「百分の四・五」と、「百分の二」とあるのは「百分の三」と、第四項中「百分の四」とあるのは「百分の

六」と、「百分の一・二」とあるのは「百分の一・八」と、「百分の一」とあるのは「百分の一・五」とする。

（刑法） 第九十六条の三　偽計又は威力を用いて、公の競売又は入札の公正を害すべき行為をし

た者は、二年以下の懲役又は二百五十万円以下の罰金に処する。

２　公正な価格を害し又は不正な利益を得る目的で、談合した者も、前項と同様とする。

有資格業者が誓約書を提出

首謀者であることが
明らかになった場合

短期を２倍

短期を２倍

短期を２倍
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第４号
入札談合等関与行為の排除及び防止に関する法律　※第３条第４項の
規定に基づく市長による調査

・入札談合等関与行為があるとき
・入札談合等関与行為があったことが明らかなとき

・別表第２第４号～第５号に該当する有資格業者
　　【悪質な事由があるとき】

※各省各庁の長等は，第１項又は第２項の規定による求めを受けたときは，必要な調査を

行い，当該入札談合等関与行為があり，又は当該入札談合等関与行為があったことが明

らかとなったときは，当該調査の結果に基づいて，当該入札談合等関与行為を排除し，又

は当該入札談合等関与行為が排除されたことを確保するために必要と認める改善措置を

講じなければならない。

第５号
市職員　又は　他の公共機関の職員

・競争入札妨害
・談合

　　　当該職員の容疑に関し
別表第２第６号～第７号に該当する有資格業者に
悪質な事由があるとき

６　随意契約の相手方の制限の運用について（第10条）
　(1)　ただし書きにある「やむを得ない事由」とは、会計法(昭和２２年法律第３５号）第２９条の３
　　　第４項に規定する場合とする。

・契約の性質又は目的が競争を許さない場合(地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号）
・緊急の必要により競争に付することができない場合(地方自治法施行令第１６７条の２第１項第５号）
・競争に付することが不利と認められる場合(地方自治法施行令第１６７条の２第１項第６号）

　(2)　(1)の条件を満たした上で、入札参加者審査委員会に諮り、承認を得るものとする。
　(3)　(2)の委員会の承認を得た上で、市長決裁により承認を得るものとする。

　　　附　則
　１　この事務取扱は、平成21年4月1日から運用する。
　　　附　則
　１　この事務取扱は、平成28年4月1日から運用する。
　２　改正規定の施行前にした行為に対する別表第2第4号から第7号までの規定の適用につ
　　ては、なお従前の例による。
　　　附　則
　１　この事務取扱は、令和2年5月28日から運用する。

短期に１か月加算

容疑により逮捕
逮捕を経ないで公訴を提起

短期に１か月加算
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別表第１

第１号 虚偽記載 制限付き一般競争入札における競争入札参加資格審査申請書や
技術資料等などの入札前の調査資料に虚偽の記載をした者を措置
の対象とする。
【参考例】 ・競争入札参加資格審査申請書

・同種工事の施工実績
・配置予定技術者の資格
・総合評価に係る資料
・その他、必要な資料

(1)通常の入札参加停止期間 １か月
(2)第5条第2項に該当する場合 ２か月
(3)第5条第3項に該当する場合 ２週間
(4)第5条第4項に該当する場合 １２か月まで可能

　なお、競争入札に参加する者に必要な資格で定める一般競争（指名競争）参加
資格審査申請書に関する虚偽記載は、当号の虚偽記載と異なり、競争参加資格
の欠格要件の一つとなるため、資格認定後重要な事項について虚偽記載が発覚
した場合は、資格取り消しとする。

第２号 過失による ・「市工事等の施工」とは、単に工事現場における施工だけでなく、
第３号 粗雑工事等 資機材、発生土等の運搬中や土砂捨て場、資材置場等における

事象を含めて解釈することとする。

・「粗雑工事等」とは、工事成績評定点が60点未満の工事、会計検
査院等により不良工事として指摘された工事、事故等によって軽微
でない「契約不適合」が発見された工事等をいうものとする。

・故意による粗雑工事等については、地方自治法施行令第167条の４
第2項第1号※　が適用されるため、一定期間入札に参加することがで
きないものとする。
※地方自治法施行令第167条の４第2項

２ 　普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに

該当すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に

参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人とし

て使用する者についても、また同様とする。

（1） 　契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しく

　　は数量に関して不正の行為をしたとき。

・低入札価格調査を行った工事において、当該要件を満たす場合の指
名停止期間の短期の期間は、３か月以上とするものとする。

(1)通常の入札参加停止期間 １か月
(2)第5条第2項に該当する場合 ２か月
(3)第5条第3項に該当する場合 ２週間
(4)第5条第4項に該当する場合 １２か月まで可能

第４号 契約違反 「契約違反」とは、市工事等の施工に関し、第２号、第３号に掲げる粗雑
工事等の場合以外に、同一工事の入札参加者への下請負や必要な報
告を怠る等の契約上の信頼関係の破壊に通ずる行為、本市が行う監督、
検査業務への阻害行為等をいうものとする。

(1)通常の入札参加停止期間 ２週間
(2)第5条第2項に該当する場合 ４週間
(3)第5条第3項に該当する場合 １週間
(4)第5条第4項に該当する場合 ８か月まで可能

内　　　容号

7/12



第５号 安全管理措 ・次に掲げる事由により生じた場合は、原則として入札参加停止措置は
第６号 置の不適切 とらないものとする。

により生じた (1)　作業員個人の責めに帰すべき理由により生じたものであると認めら
公衆損害事 　　れる事故
故 　　(例)車両による資材の運搬中に、運転手のわき見運転により生じた

　　　　事故等

(2)　第三者の行為により生じたものであると認められる事故
　　(例)適正に管理されていたと認められる工事等の現場内に、第三者
　　　　の車両が無断で進入したことにより生じた事故等

・市工事等における事故について、「安全管理の措置が不適切」であると
認められるのは、次の(1)又は(2)に掲げる場合とするが、(3)に掲げる事由
によることが適当であると認められる場合は、これによることができるもの
とする。
(1)　本市が設計図書等により具体的に示した事故防止の措置を請負人
　　が適切に措置していなかった場合
(2)　本市の調査結果等により、当該事故についての請負人の責任が明
　　白となった場合
(3)　当該工事の現場代理人等が刑法、労働安全衛生法等の違反の容
　　疑により逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を提起されたことを知った
　　場合

・市工事等における公衆損害事故に係る措置基準は下表のとおりとする。

区分

損害

負傷

死亡

第７号 安全管理措 ・次に掲げる事由により生じた場合は、原則として入札参加停止措置は
第８号 置の不適切 とらないものとする。

により生じた (1)　作業員個人の責めに帰すべき理由により生じたものであると認めら
工事等関係 　　れる事故
者の事故 　　(例)車両による資材の運搬中に、運転手のわき見運転により生じた

　　　　事故等

(2)　第三者の行為により生じたものであると認められる事故
　　(例)適正に管理されていたと認められる工事等の現場内に、第三者
　　　　の車両が無断で進入したことにより生じた事故等

・市工事等における事故について、「安全管理の措置が不適切」であると
認められるのは、次の(1)又は(2)に掲げる場合とするが、(3)に掲げる事由
によることが適当であると認められる場合は、これによることができるもの
とする。
(1)　本市が設計図書等により具体的に示した事故防止の措置を請負人
　　が適切に措置していなかった場合
(2)　本市の調査結果等により、当該事故についての請負人の責任が明
　　白となった場合
(3)　当該工事の現場代理人等が刑法、労働安全衛生法等の違反の容
　　疑により逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を提起されたことを知った
　　場合

施工体制の不備 施工体制の著しい不備

口頭注意又は２か月以内 ２か月～３か月

２か月～４か月 ４か月～６か月

１か月～３か月 ３か月～５か月
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・市工事等における工事関係者事故に係る措置基準は、下表のとおりと
する。

区分 ア イ ウ

負傷 口頭注意 文書注意
２週間～
１か月

１名死亡 文書注意
２週間～
１か月

１か月～
２か月

２名死亡 文書注意
１か月～
２か月

２か月～
３か月

３名以上
死亡

文書注意又
は２週間

２か月～
３か月

３か月～
４か月

ア：主として作業員の責め

イ：施工体制の不備

ウ：施工体制の著しい不備
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別表第２

第１号 贈賄 ・「代表役員等」「一般役員等」「使用人」の範囲
第２号 (1)「代表役員等」とは、個人営業の場合の本人、法人の場合の代表役員
第３号 及び代表権を有すると認められるべき肩書（例：専務取締役以上の肩書）

を付された役員をいうものとする。
(2)「一般役員等」とは、(1)の代表役員等以外の役員、支店長、営業所長
等をいうものとする。
(3)「使用人」とは、有資格業者の職員で、(1)の代表役員等及び(2)の一般
役員等以外のすべての者をいうものとする。

・市職員に対する贈賄に係る措置基準は、下表のとおりとする。

係長（グルー
プ長）以下

部長等
市長に
準ずる者

市長

代表役員等 ４か月
４か月～
６か月

７か月～
９か月

９か月～
１２か月

一般役員等 ３か月
３か月～
５か月

６か月～
８か月

９か月

使用人 ２か月
２か月～
４か月

４か月～
６か月

６か月

　　(注1)「部長等」とは、課長補佐級以上、部長級以下をいうものとする。

　　(注2)「市長に準ずる者」とは、副市長、公営企業管理者、教育長等を言う。

第４号 独占禁止法 ・独占禁止法第３条※　に違反した場合は、次の(１)から(４)までに掲げる
第５号 違反行為 事由のいずれかを知った後、速やかに入札参加停止措置を行うものとす

る。
(1)　排除措置命令
(2)　課徴金納付命令
(3)　刑事告発
(4)　有資格業者である法人の代表者、有資格業者である個人又は有資
　　格業者である法人若しくは個人の代理人、使用人その他の従業員の
　　独占禁止法違反の容疑による逮捕
※独占禁止法第3条　事業者は私的独占又は不当な取引制限をしてはならない。

・独占禁止法第８条第１項第１号※　に違反した場合は、課徴金命令が
出されたことを知った後、速やかに入札参加停止を行うものとする。
※独占禁止法第8条第1項　一定の取引分野における競争を実質的に制限すること。

・当該措置要件に該当した場合において、課徴金減免制度が適用され、
その事実が公表されたときの入札参加停止の期間は、当該制度の適用
がなかったと想定した場合の期間の２分の１の期間とする。
この場合において、この号の前段の期間が当該措置要件に規定する期
間の短期を下回る場合においては、要綱第５条第３項の規定を適用する
ものとする。

・「業務」とは、個人の私生活上の行為以外の有資格業者の業務全般を
いうものとする。

４号

(1)通常の入札参加停止期間 ６か月 ・第5条第1項の場合 ３か月

(2)第5条第2項に該当する場合 １２か月 ・第5条第2項の場合 ６か月

(3)第5条第3項に該当する場合 ３か月 ・第6条第1項第1号から ６か月

(4)第5条第4項に該当する場合 ２４か月 第3号までの場合

(5)第6条第1項第2号に該当する場合 １２か月

(6)第6条第1項第3号に該当する場合 １２か月

(7)第6条第1項第4号に該当する場合 ７か月

(8）第6条第1項第5号に該当する場合 ７か月

号 内　　　容
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５号

(1)通常の入札参加停止期間 １８か月 ・第5条第1項の場合 ９か月

(2)第5条第2項に該当する場合 ３６か月 ・第5条第2項の場合 １８か月

(3)第5条第3項に該当する場合 ９か月 ・第6条第1項第1号から １８か月

(4)第5条第4項に該当する場合 ３６か月 第3号までの場合

(5)第5条第5項に該当する場合 １８か月

(6)第6条第1項第1号に該当する場合 ３６か月

(7)第6条第1項第2号に該当する場合 ３６か月

(8)第6条第1項第3号に該当する場合 ３６か月

(9)第6条第1項第4号に該当する場合 １９か月

第６号 競争入札妨 第６号

第７号 害又は談合 (1)通常の入札参加停止期間 ６か月 ・第5条第1項の場合 ３か月

(2)第5条第2項に該当する場合 １２か月 ・第5条第2項の場合 ６か月

(3)第5条第3項に該当する場合 ３か月 ・第6条第1項第1号から ６か月

(4)第5条第4項に該当する場合 ２４か月 第3号までの場合

(5)第5条第5項に該当する場合 ６か月

(6)第6条第1項第2号に該当する場合 １２か月

(7)第6条第1項第5号に該当する場合 ７か月

第７号

(1)通常の入札参加停止期間 １８か月 ・第5条第1項の場合 ９か月

(2)第5条第2項に該当する場合 ３６か月 ・第5条第2項の場合 １８か月

(3)第5条第3項に該当する場合 ９か月 ・第6条第1項第1号から １８か月

(4)第5条第4項に該当する場合 ３６か月 第3号までの場合

(5)第5条第5項に該当する場合 １８か月

(6)第6条第1項第1号に該当する場合 ３６か月

(7)第6条第1項第2号に該当する場合 ３６か月

(8)第6条第1項第5号に該当する場合 １９か月

第８号 建設業法違 ・建設業法の規定に違反し、工事の請負契約の相手方として不適当で
第９号 反行為 あると認められるのは、原則として次の各号とする。

(１)　有資格業者である個人、有資格業者の役員又はその使用人が
　　建設業法違反の容疑により逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴
　　を提起された場合
(2)　建設業法の規定に違反し、監督処分がなされた場合

第８号

(1)通常の入札参加停止期間 １か月 ・第5条第1項の場合 ２週間

(2)第5条第2項に該当する場合 ２か月 ・第5条第2項の場合 １か月

(3)第5条第3項に該当する場合 ２週間 ・第6条第1項第1号から １か月

(4)第5条第4項に該当する場合 １８か月 第3号までの場合

第９号

(1)通常の入札参加停止期間 ２か月 ・第5条第1項の場合 １か月

(2)第5条第2項に該当する場合 ４か月 ・第5条第2項の場合 ２か月

(3)第5条第3項に該当する場合 １か月 ・第6条第1項第1号から ２か月

(4)第5条第4項に該当する場合 １８か月 第3号までの場合

(5)第5条第5項に該当する場合 ２か月

11/12



第１０号 不正又は不 ・業務に関する「不正又は不誠実な行為」とは、原則として次の各号をいう
第１１号 誠実な行為 ものとする。

(１)　有資格業者である個人、有資格業者の役員又はその使用人が脱税
　　経営上の詐欺行為等業務に関連する法令違反の容疑により逮捕され、
　　又は逮捕を経ないで公訴を提起された場合をいい、有資格業者等の
　　私的な行為は含まれないものとする。
(２)　市発注工事等に関して、落札決定後辞退するなど著しく信頼関係を
　　損なう行為があった場合
・第１０号の適用対象は、業務に関する不正・不誠実な行為であるが、別表
各号に該当項目がある場合は、当該項目を適用することとして、第１０号は
適用しないことを原則とする。
・第１１号は、代表役員等の社会的責任に鑑み、その私的行為を含む犯罪
行為を対象とする。
第１０号

(1)通常の入札参加停止期間 １か月 ・第5条第1項の場合 ２週間

(2)第5条第2項に該当する場合 ２か月 ・第5条第2項の場合 １か月

(3)第5条第3項に該当する場合 ２週間 ・第6条第1項第1号から １か月

(4)第5条第4項に該当する場合 １８か月 第3号までの場合

(5)第5条第5項に該当する場合 １か月

第１１号

(1)通常の入札参加停止期間 １か月

(2)第5条第2項に該当する場合※ ２か月

(3)第5条第3項に該当する場合 ２週間 ・第5条第1項の場合 ２週間

(4)第5条第4項に該当する場合 １８か月 ・第5条第2項の場合 １か月

※(２)は除く
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